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資料：関連条文 

 

第 1 条（一般的義務及び適用範囲） 

1 締約国は、いかなる場合にも、次のことを行わないことを約束する。 

(a) クラスター弾を使用すること。 

(b) クラスター弾を開発し、生産し、生産以外の方法によって取得し、貯蔵し若しくは保

有し、又はいずれかの者に対して直接若しくは間接に移譲すること。 

(c) この条約によって締約国に対して禁止されている活動を行うことにつき、いずれかの

者に対して、援助し、奨励し、又は勧誘すること。 

 

第 2 条（定義） 

2 「クラスター弾」とは、それぞれの重量が 20 キログラム未満の爆発性の子弾を散布し、

又は投下するように設計された通常の弾薬であって、これらの爆発性の子弾を内蔵するも

のをいう。ただし、次のものを意味するものではない。 

(a) フレア、煙、料薬火工品若しくはチャフを放出するように設計された弾薬若しくは子

弾又は防空の役割のためにのみ設計された弾薬 

(b) 電気的又は電子的な効果を引き起こすように設計された弾薬又は子弾 

(c) 無差別かつ地域的に効果を及ぼすこと及び不発の子弾がもたらす危険を避けるため、

次のすべての特性を有している弾薬 

(i) それぞれの弾薬が 10 未満の爆発性の子弾を内蔵していること。 

(ii) それぞれの爆発性の子弾の重量が 4 キログラムを超えていること。 

(iii) それぞれの爆発性の子弾が単一の攻撃目標を探知し、及び攻撃するように設計さ

れていること。 

(iv) それぞれの爆発性の子弾が電子式の自己破壊のための装置を備えていること。 

(v) それぞれの爆発性の子弾が電子式の自己不活性化のための機能を備えていること。 

 

第 21 条（この条約の締約国でない国との関係） 

1 締約国は、すべての国によるこの条約への参加を得ることを目標として、この条約の

締約国でない国に対し、この条約を批准し、受諾し、承認し、又はこれに加入するよう奨

励する。 

2 締約国は、3 に規定するすべてのこの条約の締約国でない国の政府に対してこの条約に

基づく自国の義務について通報し、及びこの条約が定める規範を奨励するものとし、これ

らの国がクラスター弾の使用を抑制するよう最善の努力を払う。 

3 第 1 条の規定にかかわらず、及び国際法に従い、締約国又はその軍事上の要員若しく

は国民は、この条約の締約国でない国であって締約国に対して禁止されている活動を行う

ことのあるものとの間で軍事的な協力及び軍事行動を行うことができる。 

4 3 の規定は、締約国に対し、次のことを行うことを認めるものではない。 

(a) クラスター弾を開発し、生産し、又は生産以外の方法によって取得すること。 

(b) 自らクラスター弾を貯蔵し、又は移譲すること。 

(c) 自らクラスター弾を使用すること。 

(d) 使用される弾薬の選択権が専ら自国の管理の下にある場合において、クラスター弾の

使用を明示的に要請すること。 
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